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 日本では，これまで主に中心市街地や幹線道路などを対象として無電柱化事業が行われてき

た．しかしながら，無電柱化率やその整備延長は，欧米やアジアと比較しても大きく遅れてい

る状況にある．そのような中，無電柱化推進にむけた法整備や計画・設計の議論が活発になっ

ているが，無電柱化の推進方策，期待される事業効果に関する調査・研究事例は乏しい． 

本研究では，景観の観点から無電柱化の課題と要因を整理し，課題解決にむけた考え方を示

した．その上で，景観の観点から無電柱化を推進するための方策について考察し，電線電柱に

対する認識の転換や，無電柱化を実施する新たな枠組み等に関する提案を行った． 
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１．はじめに 
 

(1)背景と目的 

日本では，これまで主に中心市街地や幹線道路などを

対象として無電柱化事業 1)が行われてきた．しかしなが

ら，依然として電柱は年間約 7万本増えている 2)とされ

ており，無電柱化率やその整備延長は，欧米やアジアと

比較しても大きく遅れている状況である．一方で，2016

年には「無電柱化の推進に関する法律 3)」が施行され，

2017年には，国土交通省が無電柱化を推進するための方

策を議論した「無電柱化推進のあり方検討委員会中間と

りまとめ 4)（以下，“中間取りまとめ”とする）」も公

表されたところである． 

このように，無電柱化推進に向けた法整備や計画・設

計の議論が活発になっているが，無電柱化の推進方策，

期待される事業効果に関する調査・研究事例は乏しい．

そのうち，防災という目的は事業の緊急性が高く効果も

説明しやすいが，景観向上や観光振興の目的については，

事業の効果を明確に説明することが難しく，無電柱化に

取り組む政治，行政，研究，まちづくりの関係者が共通

の考え方や方策を描くための知見が求められている．加

えて，2015 年度の第 11 回景観・デザイン研究発表会に

おいて行われたテクニカル・ディスカッション「無電柱

化と景観まちづくり」では，“景観から無電柱化を進め

るため，学会の協力も含めた調査研究が必要”との声も

ある中，無電柱化の推進方策や事業効果に関する調査・

研究の基礎となる知見を整理する必要性は高い． 

そこで本研究では，電線電柱類や無電柱化事業に関す

る景観的な課題や解決に向けた考え方を整理し，今後の

無電柱化事業を推進するための方策について景観の側面

から考察することを目的としている． 

 

(2)研究の位置づけと方法 

無電柱化の現状について景観の側面から分析した既往

研究には，小山ら 5)，石田ら 6)，大石ら 7)，井上 8)の研究

がある．また，小池ら 9)，松原 10)の著書においては，無

電柱化に関する幅広い考察の中で景観の重要性にも触れ

られている．これらの研究や著作からは，電線電柱類の

景観の影響，事業の優先度，実際の無電柱化の現場の実

情について知ることができる． 

本研究では，特に景観の観点でみた無電柱化の課題と

要因を示し，関連する知見と課題解決にむけた考え方を

整理し，景観の観点から無電柱化を推進するための方策

について考察する．以上の課題や考え方については，



 

“電線電柱の現状（2 章），無電柱化の事業化にむけた

段階（3章）の 2段階で整理している． 

研究手法としては，事例調査やヒアリング，既往研究

の分析を交えた論考となっている．体系だってはいない

ものの，基礎資料としての根拠を示すため，できる限り

その出典を記した． 

 

 

２．電線電柱類の現状の課題と知見の整理 

 

(1) 電線電柱類が景観に与える影響を把握する必要性 

 日本の無電柱化率は，欧米諸都市はもちろん，近年で

はアジア諸都市と比較しても大きく遅れている（図-1）
11)．また，図-2に示した国土全体の配電線に占める架空

線と地中線の割合からは，日本が国土全体のレベルでも

無電柱化が大きく遅れていることが明らかである．欧州

各国と比較すると，日本は架空配線の延長は一番長く，

一方で地中配線の延長は一番短い．この現状に目を向け

れば，無電柱化率を向上させるためには，距離を大幅に

稼がなければならないことが想像に難くない． 

しかしながら，近年の無電柱化に向けた機運の高まり

や，全国各地における無電柱化に向けた努力とは裏腹に，

電線電柱類は増加の一途をたどっている．その要因は

様々考えられるものの，特に通信需要の拡大に伴う通信

線や通信柱の増加17)（写真-1），宅地開発地域における

新規の建柱（写真-2）などがあげられる． 

一方で，このような電線電柱類の状況を容認したり，

“アジアらしくて悪くない景観だ””洪水時に電柱につ

かまれば流されずに済む”と，例外的な事例を取り出し

て無電柱化全体を否定しようとする議論が靄のようにた

ちこめる日本の状況について，松原は”電線病”と揶揄

している18)．また，このような電線病のような靄の中に

いる日本国民に対して，中間取りまとめでは，無電柱化

による費用や住民理解を進める上で無電柱化の効果を見

える化する必要があることも指摘されている． 

つまり，以上に述べた電線電柱類が増加する現状が日

本の都市景観や国土の景観に与えている影響を見える化

することは，取り組むべき基本事項の一つと言えるだろ

う．景観の観点からは，“好きだ-嫌いだ”などの主観

的で個人的な印象だけではなく，例えば“ふさわしい-

ふさわしくない”などの客観的で社会的な印象や，無電

柱化の整備規模や手法が景観のイメージに与える影響な

どを見える化し，議論を深める必要があると考える． 

 

(2)電線電柱類に対する価値観を転換する必要性 

 海外では，電線電柱類が第3者に与える費用や損害

（外部不経済19)）の考え方が浸透している．日本におい

図-1 海外主要都市と日本国内における無電柱化率の比較 

（国交省・総務省HP12-14）に基づいて筆者作成） 

 

図-2 欧州各国と日本国内の配電線延長の比較 

（文献15) , 16)に基づいて筆者作成） 

 

既存電柱の間に新たに建てられた通信柱 
写真-1 近年増加している通信線と通信柱 

写真-2 宅地開発で新たに建てられる電柱類 



 

ても，松原20)により述べられている．それは例えば，景

観は勿論，交通安全など人命に関わること，生態系など

環境へ，電線電柱が何らかの費用的損害を与えていると

いう考えや，あるいはその費用負担を事業者に求める考

えである．このような影響を把握しようとする研究とし

て，海外では，電線電柱類の設置位置が交通安全性に与

える影響の調査が行われている21)ほか，それらを実際の

電線電柱類の設置基準として反映している事例22)もある．

日本でも，交通事故の要因に占める電柱類の割合を調査

した研究がみられる23)ものの，特に景観や観光面に代表

される電線電柱類が日々の生活に与える影響の調査研究

は少ない． 

その背景としては以下の様に考える．まず，日本にお

ける電線電柱類の配線は，戦後の電力安定供給（特に復

旧の迅速性）に重きをおいて，架空で進められてきた．

また，電線電柱類の道路占用は本来特例であるものの，

事実上安易に設置が認められてきた地域も少なくないこ

とからは，電線電柱類を管理する容易性や経済性を優先

する考え方が日本における電線電柱類への一般的な捉え

方として普及したことが読み取れる． 

一方で海外では，例えば景観や交通安全，環境への影

響，経済性を含む道路機能の確保が先に検討され，その

上で電線電柱類の配置が議論されている．つまり，人々

の日々の生活や環境を優先する考え方で電線電柱類が捉

えられている． 

 以上から，景観や交通安全，環境，道路機能の観点，

つまりは人々や生物の日々の営みに電線電柱類がどの程

度影響を与えているのかを把握し，そのような考え方へ

転換することが必要であると考える． 

 

(3)電線電柱類の設置に関する規制や協議の必要性 

 現在ある電線電柱を無くすと同時に，そもそも増やさ

ない方法はないだろうか．増える電線電柱類に対して，

設置の制限や無電柱化の実施に触れているまちづくりの

計画等は全国的に少なくない． 

一方で，ヒアリング24)の結果からは，例えばまちづく

りビジョン等に無電柱化に関する記載がされていても，

法的拘束力が無いため，なかなか守られることはない．

また，地区計画など既存の制度を活用しようとしても，

電柱類は届け出の対象となっていない．事業者や建柱者

と直接交渉を行っても，費用面や法的根拠がないことを

理由に断られるのが一般的であることが確認された． 

 以上に述べた状況は全国的に一般的であるため，中に

は無電柱化を実施した箇所のごく近辺において新たに電

柱が設置されてしまう事例もみられる（写真-3，4）．  

このような状況に対して考えられる手法としては，例

えば茨城県つくば市の，全国に先駆けた無電柱化条例25)

の施行が挙げられる．つくば市の場合，以前から無電柱

化されていたエリアで新規に電線電柱類が架空配線され

るのを防ぐ目的で条例の範囲が決められている．一方，

協議の場を設ける手法としては，石川県金沢市や北海道

美瑛町の取り組みがある．金沢市では，役場の組織内に

無電柱化推進室を設置し，役所内の横断的な連携を可能

としている．また美瑛町では，事業者と協定を結び，電

線や電柱の設置における情報共有をおこなうことで，沿

道を配線する際に景観の影響の少ない方へ設置するなど

の工夫を行っている． 

以上に述べたように，法的に根拠のある条例等を策定

するか，協議の場を設けることで，電線電柱類の設置を

コントロールする方法が有効と考えられる． 

   

(4)電線電柱類に対する考え方の転換 

 以上に述べてきたように，日本では電線電柱類の管理

の容易性や経済性を優先する考え方で電線電柱類の設置

が進められてきたが，海外では，交通安全，環境，道路

機能の確保により景観向上につなげ，その上で電線類の

配置が議論されている． 

日本においてもそのような考え方への転換を進めるた

めには，電線電柱類の影響の見える化や，それに基づい

て電線電柱類を立てさせない規制や協議の仕組みを設け

ることが必要と考える． 

  

写真-3 農村・自然域における無電柱化の実施事例 

写真-4 無電柱化実施箇所の近辺で新たに建柱された事例 

新たに建てられた電柱 



 

３．無電柱化の事業化にむけた課題と知見の整理 

 

(1)無電柱化事業を実施する新しい枠組みの必要性 

これまでの無電柱化の中で景観向上や観光振興を目的

とした事例の調査研究に着目してみると，例えば大石ら
26)によれば，景観法以降，基礎自治体による無電柱化事

業の割合が増加し，その目的は景観形成や観光振興が多

くを占めていることが示されている．また，国土交通省

によれば，市区町村道の無電柱化整備延長の約 3割が，

DID 地区内の景観や観光に配慮した箇所において実施さ

れている 27)． 

以上から，自治体の景観や観光振興を目的とした無電

柱化事業を推進できるような，事業者との協議や財政的

な支援の枠組みが求められていると推測できるが，電線

共同溝事業では，防災等の事業が優先される傾向にあり，

現状では自治体が独自で費用を負担して事業者と協議の

場を設けながら実施する方法が少なくない． 

この要因としては，無電柱化事業の景観や観光の効果

は把握が難しいことが考えられる．特に，防災や交通安

全といった比較的分かりやすい事業効果を評価するため，

景観や観光の効果の把握や質的向上を目的とした事業は，

防災や交通安全と比較して少なくなってしまいがちであ

る傾向にある． 

一方で，例えば，世界文化遺産の構成資産を有する山

梨県忍野村の忍野八海では，県が主導して様々な補助金

等を活用しながら地域全体の景観形成を支援し，その中

で無電柱化にも取り組んでいる（写真-5）．このように，

自治体が主導して面的に景観形成に取り組む中で無電柱

化の協議を進めていく方法は，今後増えていくと考えら

れる．また，パラグライダー等のアウトドアスポーツ時

の安全性に考慮し，事業者が送電線や配電線の地中化を

行った事例がみられる（写真-6）．さらに，筆者ら 28)は，

景観への影響が大きい通信線や通信柱を対象とした単独

埋設について有効性を検証している． 

以上から，景観向上や観光振興を目的として無電柱化

を推進できるような枠組みとしては，自治体が主体とな

り進めていく方法と，事業者が主体となり進めていく方

法が有効と考えられる．  

 

(2)対象路線の決定や優先度の考え方 

無電柱化の推進に関する法律が施行され，自治体によ

る無電柱化推進計画の策定が進んでいく．その計画策定

においては，対象路線の決定や優先度の考え方が必要と

される． 

中間とりまとめ 29)においては，「世界遺産等の国を代

表する景観形成の観点から無電柱化が必要な地域につい

ては，主として国や都道府県のレベルで検討を行う必要

がある」とされる一方，景観計画やまちづくり計画など

に基づく無電柱化については，自治体による事業の計画

策定や事業の推進も求められている． 

 自治体による無電柱化の計画策定のうち，市街地や集

落の無電柱化の計画については，金沢の事例 30)のように，

地域住民の声や関連する計画や事業予定を拾い，まちづ

くりの戦略として位置づける技術が必要である．一方，

農村部や自然域では，広域の観光振興等を目的とした関

係者と協議し計画を策定していく仕組みが求められる． 

 その方法として，例えば石田ら 31)は，景観面から無電

柱化対象路線の優先度を計測する手法を提案している．

この研究では，路線の画像にフラクタル解析を行った結

果と，見られる頻度としての交通量の 2点に着目し，無

電柱化による景観向上効果を 10 段階でレベル分けして

いる．このように，景観の効果を定量的に計測する指標

やその手法の活用が考えられる．また，筆者ら 32)は，特

に農村自然域を対象として，無電柱化も含めた多様な対

策手法を適材適所に用いる手法を提案している． 

一方，無電柱化を対象とした研究以外でも，例えば公

共事業におけるまちづくり効果をとりまとめた国総研の

研究資料 33)や，その出現プロセスを分析した笠間ら 34)の

研究，それらの効果を実際に継続調査した吉野ら 35)の研

究もある． 

写真-6 事業者による送電線と配電線の地中化事例 

写真-5 地区全体の景観形成の中で行われた電柱移設事例 



 

以上から，対象路線や優先度の検討には，2 章で述べ

たような景観の影響や交通安全，環境，道路機能の評価

も考慮しながら，どこにどのような景観向上や観光振興

の効果を創出していくことが，まちづくりや観光振興の

戦略上重要かを示す必要があると考える． 

 

(3)無電柱化推進の新たな枠組みと計画手法 

昨今，無電柱化の技術開発やコスト縮減が進められて

いることを考えると，今後，無電柱化事業の対象となり

ずらかった場所でも事業者や自治体が主体となり戦略的

に無電柱化が推進される可能性が大いに考えられる．つ

まり，現在の電線共同溝事業とは違う枠組みでの事業が

現実味を帯びてくるということである．以下は筆者の私

見によるところもあるが，例えば電力等の需要が低く，

事業者から無電柱化の合意が得られにくかった農村・自

然域において，幹線道路では事業者が主体となりメンテ

ナンスフリーの地中埋設を行いながら，集落部分では地

域の声を反映した無電柱化を実施していく方法について，

地域の再生戦略や電力・通信の経営改善を含めて議論し

ていく枠組みである．その際，上述したような評価手法

や対策手法を適用することで，無電柱化実施の根拠と実

現性を示すことができると考える． 

 

 

４．まとめ 

 

本研究では，特に景観の観点でみた無電柱化の課題と

要因を示し，課題解決にむけた考え方と景観の観点から

無電柱化を推進するための方策について考察した．結論

を以下に述べる． 

無電柱化の推進においては，交通安全，環境，経済も

含めてた道路機能の確保により景観向上にもつなげ，そ

の上で電線電柱類の配置が議論するための考え方の転換

や，それに基づいて電線電柱類を立てさせない規制や事

業者との協議の仕組みを設ける必要がある． 

以上の考え方の転換と，無電柱化の技術開発やコスト

縮減が進められていることを考えると，今後，これまで

できなかった場所でも事業者や自治体が主体となり戦略

的に無電柱化が推進される可能性が大いに考えられる． 

そのように無電柱化事業を進めていく上では，地域住

民や事業者との協議を進めていく事例の蓄積や一般化が

必要である． 
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